
　朝日新聞社と河合塾では、2011 年度から、共同
調査「ひらく 日本の大学」を実施しています。2020
年度は、（１）新型コロナウイルス感染拡大の影響を
受けた、キャンパス入構制限や遠隔授業、学生支援
等に絞った「緊急調査」（６～８月：Guideline10・
11月号参照）と、（２）それらに加えて大学入試改革
や国の高等教育政策への意見、学生数や卒業後の進
路など大学選びに活用できる基本的な質問も盛り込
んだ「本調査」（９～ 11月）の２回に分けて実施し
ました。この特集では「本調査」の調査結果の概要
を紹介します。
　「緊急調査」と「本調査」を比べると、遠隔授業の
実施や学生の現状把握に関する不安は減る一方で、
経済状況の悪化に伴う学生の休学・退学の増加など
を懸念する大学が増えています。一方、遠隔授業を
きっかけに授業内容を見直したり、教員間の協力態

勢が構築できたりと、今後の教育改善への足掛かり
を得たとする大学も数多くありました。
　調査にご協力いただいた大学の皆様には、厚く御
礼申し上げます。

「ひらく 日本の大学」2020年度調査 実施概要

C O N T E N T S

遠隔授業 �   p3

大学への影響と今後の変化 �   p6

秋季入学 �   p8

高等教育の修学支援新制度 �   p8

大学入試改革 �   p9

遠隔授業や入構制限 �   p12

国際化・グローバル化 �   p14

退学率 �   p16

１　調査の実施期間
2020年９～ 11月

２　調査の方法
ホームページからのダウンロード
調査票は「全学版」「学部版」「大学院版」の３つ

３　調査の対象
767校（大学院大学・通信制のみの大学は除く）

４　調査ご協力校数
国立大学　　  77校（回答率　94%）
公立大学　　  79校（回答率　86%）
私立大学　　483校（回答率　81%）
合計　　　　639校（回答率　83%）

※「全学版」「学部版」「大学院版」のいずれかに回答した大学

５　調査内容
大学全体に関する設問（全学版）
　◦新型コロナウイルス感染拡大が大学に与える影響
　◦秋季入学（９月入学）
　◦高等教育の修学支援新制度
　◦大学入試改革
　◦遠隔授業や入構制限に対する学生の評価
　◦国際化・グローバル化
学部に関する設問（学部版）
　◦遠隔授業
　◦学生数
　◦卒業後の進路
大学院に関する設問（大学院版）
　◦卒業後の進路

※「学部版」「大学院版」の「卒業後の進路」の結果については、
「大学をみる視点」（p48）に掲載しています。
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課外活動には制限も
対面授業の割合が徐々に拡大

　新型コロナウイルス感染拡大を受け、各大学で遠隔授業

の導入が進んだ。文部科学省が８月下旬から９月中旬に

かけて、「大学等における後期等の授業の実施方針等に関

する調査」を実施し、後期の遠隔授業と対面授業の併用

率が８割を超えるなど、現在でも遠隔授業が多くの大学等

で継続実施されている（注１）。６～８月に実施した「ひらく 

日本の大学」緊急調査に引き続き、９～ 11月に実施した

調査でも、遠隔授業に関わる大学の現状について聞いた。

　10月上旬の学生への通学許可については、「授業」と

「研究」に関しては、ほぼ同じ結果となり、「1.全学生に

許可」している大学が、約８割となった＜図表１＞。一

方で、「課外活動」に関しては、「1.全学生に許可」して

いる大学は約４割にとどまり、制限をしている大学（選

択肢２＋３）が半数を超えた（注２）。

　各時期において、最も中心となる（2021年度は「中

心にしたい」と考えている）授業方法について３つの科

目別に聞いた＜図表２－１・２－２・２－３＞。どの時

期でも「1.遠隔授業」の割合は「講義系科目」「ゼミナ

ール・演習」「実験・実習・実技系科目」の順で高い。

時期が進むほど、遠隔授業の割合が下がり、対面授業の

占める割合が高くなる。

　時期ごとに見ると、「７月上旬頃」では、「講義系科目」

「ゼミナール・演習」については、「1.遠隔授業」が

「2.対面授業」よりも割合が高いが、「実験・実習・実技

系科目」は「2.対面授業」の割合が高い。

　「10月上旬頃 当初予定」と、「10月上旬頃 実態」を比

較すると、全科目について、２つの時期の間で大きな差

はなかったものの、「2.対面授業」の割合が低く、「3. １

つの授業の中で併用」の割合が高くなっている（注３）。

　「2021年度の方向」については、「2.対面授業」の割

合が高く（「講義系科目」「実験・実習・実技系科目」「ゼ

ミナール・演習」の順で、44％、69％、62％。以下同

様）、対面授業中心の大学運営に向かおうとしているが、

「3. １つの授業の中で併用」を選択した大学（26％、９

％、14%）や、わずかながら、「1.遠隔授業」を選択し

た大学もあり、遠隔授業を一過性のものとしない方向性

もうかがえる。また、「4.未定」の回答も20%以上あり、

まだ方針を決めていない大学も一定数あった。

遠隔授業の実施には大きな問題はなかったものの
学生・教職員のメンタルケアに課題

　年度当初から夏季休暇までに、遠隔授業を大きな問題

なく実施できたかを聞くと、「1.はい」と回答した大学

が87％、「2.いいえ」と回答した大学が10％と、緊急

事態の中でも、遠隔授業は何とか大きな問題なく実施で

遠隔授業

（注１）文部科学省の調査には短期大学、高等専門学校も含む。
（注２）なお、遠隔授業や入構制限に関する、より詳しい内容についてはp12の「遠隔授業や入構制限」を参照されたい。
（注３）「10月上旬」は、新型コロナウイルスの影響を勘案し、「当初予定」と「実態」に分けて聞いた。

＜図表２－３＞ゼミナール・演習（n=638）

＜図表２－２＞実験・実習・実技系科目（n=638）

＜図表２－１＞講義系科目（n=638）

＜図表１＞学生への通学許可（n=638）
７月上旬頃

10月上旬頃 当初予定

10月上旬頃 実態

2021年度の方向

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1．遠隔授業 2．対面授業 3．１つの授業の中で併用 4．未定 未回答

48% 23% 1%28%

10% 30% 1%
1%

58%

8% 39% 1%51%
1%

14% 1%62% 22%

７月上旬頃

10月上旬頃 当初予定

10月上旬頃 実態

2021年度の方向

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1．遠隔授業 2．対面授業 3．１つの授業の中で併用 4．未定 未回答

33% 20% 1%44%

5% 21% 1%
1%

1%
72%

4% 27% 1%68%

9% 1%69% 21%

７月上旬頃

10月上旬頃 当初予定

10月上旬頃 実態

2021年度の方向

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1．遠隔授業 2．対面授業 3．１つの授業の中で併用 4．未定 未回答

70% 17% 1%12%

34% 29% 1%
1%

34%

33% 37% 1%28%
3%

26% 1%44% 26%

授業

研究

課外活動

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1．全学生に許可 2．一部の学生に許可 3．全面的に禁止
4．その他 未回答

78%
3%

1%18%

79% 1%
1%

17%

39% 10% 1%41% 8%
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きたという実感を持つ大学が多い。

　そういった状況の中、遠隔授業に関連した課題として

は、どのようなものがあるのだろうか。10項目について

聞いたところ、「1.大きな課題である」と回答した割合は、

全項目で３割未満と少なかったが、「課題である（「1.大

きな課題である」＋「2.課題である」、以下同様）」で見

ると、全項目で５割を超える結果となった＜図表３＞。

　「課題である」が高い順では、上位３項目が「学生の

学修意欲・メンタルケア」（88%）、「課題・予習等に対

する学生の負担感」（79%）、「教職員の多忙化・メンタ

ルケア」（78%）となっており、他の授業の質保証等に

関する項目や遠隔授業の実施に関する項目（内容は後述）

と比べると、学生・教職員のメンタル面への課題意識が

高いことがうかがえる。

　授業の質保証等に関する、「実験・実習・実技系科目

への対応」（73%）、「成績評価」（58%）、「学生と教員と

の質疑応答の機会の確保」（51%）の３項目は、「実験・

実習・実技系科目への対応」のみ７割を超えた。

　緊急調査時点（７月頃）では、学生・教員の精神面だ

けではなく、授業実施・質保証の面が課題であり、それ

らの対応に注力していたが、一部対面授業が再開した上

に、遠隔授業がある程度安定して実施できるようになっ

た本調査時点（10月頃）では、学生・教職員の精神面

での課題がより明確化してきたようだ。

遠隔授業により
授業内容の見直しや学生の授業参加が容易に

　遠隔授業を実施して良かった点について聞いた＜図表
４＞。全体では、「授業内容を見直すきっかけになった」

が約９割と高く、次に「学生の授業への参加」に関する

３項目が続く。一方で、「海外の遠隔地にいる教員、講

師が授業できる」は、23％にとどまっている。

　入学定員別で、60%以上となっている項目に注目す

ると、3000人以上の大学は７項目で該当し、多くの面

で遠隔授業のメリットを感じていることがわかる。「授

業中の学生からの質問が増えた」や「動画配信で予習し

0% 20% 40% 60% 80% 100%

遠
隔
授
業
の
実
施

メ
ン
タ
ル
面

質
保
証

1．大きな課題である 5．わからない 未回答2．課題である 3．あまり課題ではない 4．課題ではない

＊学生の学修意欲・メンタルケア

課題・予習等に対する学生の負担感

教職員の多忙化・メンタルケア

 ＊実験・実習・実技系科目への対応

＊成績評価

＊学生と教員との質疑応答の機会の確保

＊学生の通信環境、ICTスキル等

＊施設・設備面（大学の ICT 機器、回線等）

＊教員（ICTスキル、教育方法）

学内の教員・学生に対する
ICTサポート体制（ICT人材も含む）

22% 10%66%

14% 18%65%

13% 18%65%

27% 20%46% 6%

12% 26%57% 4%

6% 28%61% 4%

11% 24%57% 7%

15% 24%53% 8%

8% 33%50% 7%

4% 41%47% 7%

1%
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1%
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1%

1%
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＜図表３＞遠隔授業の課題 (n=638）

＜図表４＞遠隔授業を実施して良かった点　入学定員別（60%以上の項目に色、一部抜粋）

全体
（n=622）

入学定員
1：3000以上

（n=26）
5：300未満
（n=217）

教員

授業内容を見直すきっかけになった 89% 92% 88%
授業内容や教材選びなどで教員間が協力 57% 50% 51%
学生の出欠、学修内容、学修時間を把握しやすい 38% 62% 30%
教員が教育・授業に関わる時間の増加 46% 50% 44%
海外の遠隔地にいる教員、講師が授業できる 23% 46% 19%

授業の
双方向性

授業中の学生からの質問が増えた 51% 69% 37%
大勢の学生とやりとりが可能になった 43% 58% 35%
動画配信で予習し授業で議論できるようになった 39% 62% 27%

学生の
授業への

参加

災害・天候・交通機関の混乱に影響されない 83% 81% 81%
海外・遠隔地から受講できる 77% 92% 64%
障害がある学生や、集団が苦手な学生が参加しやすい 70% 69% 54%

　その他   7%   4%   4%

　遠隔授業の実施に関する、

「学生の通信環境、ICTスキル

等」（69%）、「学内の教員・学

生に対するICTサポート体制

（ICT人材も含む）」（69%）、「施

設・設備面（大学のICT機器、

回線等）」（68%）、「教員（ICT

スキル、教育方法）」（68%）の

４項目は、ほぼ同じ割合となり、

7割弱であった。

　緊急調査でも一部同様の項目

について聞いており、今回の調

査と緊急調査で同一の項目（注４）

について、「課題である」で比

較すると、「学生の学修意欲・

メンタルケア」以外では、割合

が下がっている。特に「実験・

実習・実技系科目への対応」は

94％から73％と、21％減少し、

大学が優先的に対応してきたこ

とがうかがえる。割合が下がっ

た６項目としては、遠隔授業の

実施・質保証に関するものが多

い。これらに関する課題は依然

として残るものの、徐々に解決

されてきていることがわかる。

（注４）図表３の「＊」がついた７項目。
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授業で議論できるようになった」といった授業の双方向

性の面や、「学生の出欠、学修内容、学修時間を把握し

やすい」などの項目の割合が高いことから、大人数への

対応、管理、状況把握が必要で、それに苦慮していた大

規模大では遠隔授業の利点を享受しやすいと考えられる。

一方、入学定員300人未満の大学では、「授業の双方向

性」に関する３項目の割合が低くなっている。小規模大

は、以前から 「授業の双方向性」が高く、遠隔授業によ

って改善・向上したという実感は少ないと考えられる。

　「その他」の記述（70件）についても見てみると、「授

業調査では、学生の理解度や学外学修時間について、昨

年度よりも向上が見られた」（国立大学）といった、学生の

理解度・能力の向上や、学修習慣の定着などの意見が挙

がった。また授業形態について、「オンデマンド

方式の遠隔授業が学生の、特に復習にプラスとな

った」（私立大学）などの評価の声が多かった。

　各学部に遠隔授業の経験が授業に与えた影響に

ついて聞いた＜図表５＞。「そう思う」（選択肢１

＋２）で見ると、一番低い「学生からの質問の増

加」でも72%と、全体的に割合が高くなっている。

特に、「課題の出し方の工夫・課題の増加」（98%）、

「授業の進め方の改善」（93%）、「授業内容の見直

し」（90%）は９割を超えた。

　また、具体的な影響について自由記述で回答してもら

った。設問に関係した記述に注目すると、「課題の出し

方の工夫・課題の増加」に関しては、「課題の増加」に

ついての記述が多く、学生の負担増を心配する意見と併

記されているものもあった。「授業の進め方の改善」「授

業内容の見直し」に関しては、遠隔授業のためのコンテ

ンツの作成が、内容の見直しや改善につながったという

意見が見られた。

　遠隔授業の経験を活かした特色ある講義系科目、実

験・実習・実技系科目についても自由記述で回答しても

らった。内容を＜図表６－１・６－２＞としてまとめた

ので、ご覧いただきたい。

＜図表６－１＞講義系科目

＜図表６－２＞実験・実習・実技系科目

◦「ストレス・マネジメント」コロナ禍での学生のメンタルヘルスと孤立
への配慮：講義スタイルは、スライド原図と対面と同様の解説全文を
掲示した。出欠の代替として、毎回メールで、①コロナ禍の悪影響：学
生自身のストレッサー、睡眠障害の有無（睡眠時間）、②コロナ禍での
健康管理方法、コーピングスケールでコーピングスタイルの自己評価、
リラクゼーション方法などを自由記載や心理テスト結果で提出させ、自
由な質問も可能とした。対面ではできないと考えられたメリットは、①
メール形式のため、課題のほかに自身の病歴や症状に関する質問が記
載しやすく、メンタル不調を早期発見・アドバイスできたこと、②全体
のアンケート結果を次の授業でフィードバックすることで、孤独な学生
がクラスの存在感を感じることができた、自由な時間に何回も学習でき
て学習が容易であった（学生アンケートから）、③受講脱落者は240名
中3名と例年より少なかった、である。（跡見学園女子大学心理学部）

◦「情報システムとイノベーション」　授業形式はZoomによるリアルタ
イム配信。講義は、MacOSのSide Car機能を使ってiPadをMacの
ディスプレイとして使用し、Macから接続したiPadにPowerPointの
スライドショーを映し、PowerPointの「ペン」機能をONにした上
で、Appleペンシルを使ってiPad上に表示されたスライドに補足事項
を赤色で書き込みながら説明しました。時間外学習への動機付けを高

◦人間科学系の実験実習や研究法の科目では、心理学や行動科学の研究
の特徴や実験の方法及びデータ分析法を学習するが、研究方法や実験
法については、主に音声付きPowerPoint資料を用いてオンデマンド
方式で実施した。なお、データ分析については、フリーのR言語等に
ついては統計パッケージを各自のパソコンにダウンロードして、解析
プログラムを作成した。また、Zoom等で質問等にライブで答える時
間も設けた。（北海道大学文学部）

◦問題解決型インターンシップを組み込んだ授業において、面接授業
（全員による通常の対面方式の授業）と、WEB会議システムによる同
時双方向の授業を組み合わせて実施している。インターンシップの実

めるために、協調学習の考えを取り入れ、成果物を教師のために作る
のではなく、クラスルーム全体の知識獲得の寄与のため作るよう伝え
ました。（横浜国立大学経営学部）

◦	リアルタイム・オンデマンド併用型の講義例：計算機学　１）使用し
ている教科書は、詳細に踏み込んで書かれているため、そのままでは
自習に向かない。そのため、オンデマンド動画では、教科書を読み始
める敷居を下げる狙いで、わかりやすいストーリーを意識した。逆に
リアルタイム講義では落穂拾い的な解説を行い、簡潔なオンデマンド
動画と難解な教科書のギャップを埋めることを試みた。２）受講生が
提出した要約課題のサマリーを行うなど、受講生のアクティビティを
還元することで、見えない隣の受講生を意識できるようにした。３）
講義に使用したオンデマンド動画は、講義期間終了後にYouTubeで
一般公開した。（東北大学工学部）

◦	分子生物学では他の教員に友情出演してもらい、DNA複製時にはた
らくある酵素の分子メカニズムについて、身近なもの（紙とテープ）
を使ったデモンストレーションを一緒に行った動画が好評であった。
オンデマンドの動画は、教員同士でスケジュールの調整が柔軟である
ため、担当外の教員が友情出演しやすいという利点があった。（京都
産業大学生命科学部）

施にあたっても、通常の企業訪問ではなく、オンライン・インターン
シップや企業担当者を招へいしての講義、企業各部署と中継をつなぐ
といった方法をとっている。（目白大学経営学部）

◦	農場実習：自宅のベランダや庭で農作物を栽培させ、大学生ならでは
の視点で栽培日記をつけさせ、農作業の大変さについてレポートを作
成し、議論させた。（東京農工大学農学部）

◦	臨床実習において同時双方向性の遠隔授業を取り入れ、遠隔で各診療
科のカンファレンスやミーティングに参加できるよう体制を整えた。

（名古屋大学医学部）

＜図表５＞遠隔授業の影響（n=2163、選択肢１＋２の順）

1．とてもそう思う　　2．そう思う　　3．そう思わない
4．まったくそう思わない　　5．わからない　　未回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

課題の出し方の工夫・課題の増加

授業の進め方の改善

授業内容の見直し

グループワークの実施

学生の要望をうけた教育改善の増加

学生からの質問の増加

52% 1%

3%
1%

3%
43%

46%

51%

2%
1%

31% 8%59%

7%
2%

1%

34% 15%42%

15% 16% 11%58%

21% 19% 7%52%
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今年度大きな影響がある・予想されるのは
「学生募集」「就職活動」「授業の実施方法」　

　新型コロナウイルス感染拡大を受け、影響がある・あ

ると予想される項目を５つまで選択してもらった。緊急

調査と本調査における４時点すべてで上位５項目に入っ

たのは「学生募集」「就職活動」「授業の実施方法」の３

項目であった＜図表１＞。中でも、「学生募集」は全体

的に割合が高かった。選択した理由を聞いた自由記述か

らは、オープンキャンパスの実施方法の変更や高校訪問

ができないこと、高校生の志望動向が読めないことなど

が挙げられていた。「就職活動」は４時点通して５～６

割であり、就職指導が十分に行えないこと、採用スケジ

ュールや面接方法の変更、企業の採用人数の減少などを

懸念する記述があった。「授業の実施方法」は７月上旬

には82％と高かったが、対面授業を再開する大学が増

えてきたこと、遠隔授業の実施に大学が慣れてきたこと

などから、年度末には45％へと徐々に低下した。

　また、「留学生の受け入れ・送り出し」「課外活動」も、

４時点通して４～５割と比較的高い。留学についての自

由記述には、受け入れは一部再開が見込まれてはいるも

のの、送り出しとともに先行き不透明であることや、入

国制限により入学辞退・休学延長・在学延長・遠隔授業

で受講する留学生がいること、留学生が従事するアルバ

イトが減少し、経済的に困難な状況になったことなどが

挙げられていた（「国際化・グローバル化」のページも

参照）。課外活動については、自由記述のほとんどが活

動を制限せざるを得ないことに関する記述であった。

　さらに、７月上旬と年度末を比較すると、「経済的理

由による退学・休学の増加」が9%→31%と急増してい

た。「大学の経営状態」も増加（9%→20%）している

ことや自由記述を踏まえると、退学・休学の増加による

学生納付金収入の減少などが、大学の経営状態にも影響

を及ぼすことを懸念している様子もうかがえる。

大学への影響と今後の変化

項目名
緊急調査 本調査

７月上旬
（n=661）

夏季休暇以降
（n=657）

10月上旬
（n=630）

年度末頃
（n=631）

卒業式、入学式等の行事 42% 30% 35% 75%
学生募集（オープンキャンパス、広報活動等） 67% 77% 78% 55%
就職活動 50% 60% 57% 54%
留学生の受け入れ・送り出し 37% 39% 50% 46%
授業の実施方法（グループ学習のとりやめ、
遠隔授業導入等） 82% 69% 60% 45%

課外活動 48% 40% 55% 42%
経済的理由による退学・休学の増加 9% 28% 15% 31%
学生の現状把握（学修状況、生活環境等） 42% 33% 33% 28%
貴学の教員の研究活動、学会活動 16% 19% 28% 27%
奨学金・授業料減免の申請数の増加 32% 25% 23% 22%
大学の経営状態（収支） 9% 16% 13% 20%
授業の開始時期、実施時期、回数等 58% 35% 26% 15%
産学連携・寄付講座・外部資金 2% 5% 5% 7%
その他 3% 6% 2% 2%

＜図表１＞自学に大きな影響がある項目（緊急調査・本調査）

※「年度末頃」の割合が高い順。上位５項目に色付け。

選択した理由（自由記述より╱一部抜粋を含む）

＜学生募集＞
⃝オープンキャンパスを従来通りの方法で実施することがで
きないため、入学者の確保に不安がある。今後のコロナの
状況が見通せないため、学生の就学や就職に影響が出てお
り、ひいては大学の経営を大きく左右しかねないと考えて
いる。（私立大）

＜就職活動＞
⃝就職活動について、現４年生のほか、来年度に向けて企業
説明会の実施、就職指導等が十分に行えないことが予想さ
れるため現３年生への影響が懸念される。（公立大）

＜授業の実施方法＞
⃝	新型コロナウイルス感染者が発生した場合、授業の休講等
の対応をとらざるを得ず、結果、これまでどおりの対応（授
業回数の確保、実施方法等）が出来なくなる可能性がある。
このことに係る対応はケースバイケースであり、その時の
状況を踏まえ最善の対応をとる必要があることに難しさが
ある。加えて、後期から対面授業を開始したものの、学生
（特に新入生）へのケアは、重要と考えている。（国立大）
⃝	本学の学部の中には病院や学校、幼稚園などで臨地実習を
行っているが、それらの多くが中止もしくは延期になった。
そのため、「臨地実習をどのように行うか」あるいは「どの
ように代替するか」が大きな課題となっている。（私立大）

＜課外活動＞
⃝課外活動については、10月上旬の時点では学内
外における集団での活動を制限（禁止）しており、
その制限は、（程度の変更はあり得るが）年度
末まで継続されることが予想される。課外活動
は人と人との関わりを前提とし、社会人として
重視される協調性、自主性、コミュニケーショ
ン能力、リーダーシップ等の涵養を目的として
いるが、その環境が実現できないため。（私立大）

＜退学・休学の増加、大学の経営状態＞
⃝	遠隔授業実施により、学生の現状把握には従来
以上に個別の丹念な連絡等が必要になっている。
また、経済的困窮学生が増加したため、奨学金
等の申請数が例年より増加している。加えて、
除籍・退学者数の増加による学生生徒等納付金
収入の落ち込みが、収支状況を悪化させるため。
（私立大）
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中長期的な問題は学生支援と経済的支援

　新型コロナウイルス感染拡大を受け、中長期的（おお

むね５年）に自学で問題になる項目を聞いた＜図表２＞。

「大きな問題」ととらえる割合が高いのは、「学生のキャ

ンパスライフ（課外活動等）」（37%）、「学生の確保」

（32%）、「経済的支援」（28%）の順である。一方、「学

費の金額」（9%）は、授業料免除や納付期限の延長等に

取り組んでいることもあり、大きな問題にはなっていな

い様子がうかがえる。問題への対応を自由記述で聞いた

ところ、課外活動など学生のキャンパスライフに関する

対応や、ICT環境の整備、学生への経済的支援、授業の

運営・質保証に向けた対応などが多く見られた。

　なお、新型コロナウイルス感染防止対策や遠隔授業の

実施に伴う支出の増加への対応を自由記述で聞いたとこ

ろ、寄付金の募集や国・地方自治体への支援金の応募、

予備費・積立金の取り崩し、予算執行の制限や支出の見

直しなどが挙げられた。

今後は、ICT活用や授業改善など
授業に関する変化を予想する大学が多数

　さらに、感染拡大の影響を受けて今後大学はどのよう

に変化するかについて聞いた＜図表３＞。「そう思う」の

割合に着目すると、「授業を中心に、大学でのICT活用が

進む」（66%）が突出して高く、「授業改善が進む」（34%） 

と授業に関連した項目が上位に並んだ。さらに、「経営困

難な大学が増加する」（33%）と続いた。一方で、「一部の

大学に人気が集中する」「地元志向が高まり、一極集中が

是正される」については、「そう思

う」「ある程度そう思う」を合計し

ても半数未満であり、高校生の志望

動向の変化については見方が分かれ

ている。

　以上から、大学は対面授業や課外

活動などには課題を残しつつも、授

業の実施に関しては遠隔授業の実施

やICT環境の整備によって、早急に

対応していたことがわかった。その

一方で、学生募集や就職活動につい

ては年度末まで大きな影響が続くと

も予想している。さらに、感染拡大の

影響が長期化することによって、家計

急変による退学・休学の増加や、大学

の経営状態への影響も懸念している。

　感染拡大の長期化は懸念されるも

のの、今後の大学の授業の変化につ

いては、「授業を中心に、大学での

ICT活用が進む」や「授業改善が進

む」などといったポジティブな変化

も予想していることも補足しておき

たい。

問題への対応（自由記述より／一部抜粋を含む）

⃝	学生への修学支援として、授業料の免除、徴収猶予、納付
時期の延期等を行っている。また、学生確保策として、説

明会等の中止・規模縮小に伴う代替策として、オンライン
説明会の実施や随時Zoomによる個別相談の申込み受付
を行っている。（国立大）

⃝	新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から活動時に留
意する点を各学生団体（サークル等）が自ら作成し、大学
に届け出たうえで活動することとしている。（公立大）

⃝	課外活動のなかでも、合宿については、感染拡大を懸念し
て禁止している。各種実習前２週間は、アルバイトを禁止
しているため、学生の経済的負担は増している。（私立大）

⃝	遠隔授業を含む教育のデジタル化がコロナ後も進んでいく
と考えられることから、次年度入学生からパソコンを必携
化することとし、デジタル教科書の導入や新たな授業コン
テンツの作成などについて現在検討を行っている。（私立大）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

教
育
の
質
の
確
保

学
生
支
援
大
学
経
営
・
運
営

1．大きな問題 5．わからない 未回答2．やや問題 3．あまり問題ではない 4．まったく問題ではない

教育目標の達成

遠隔授業の質の確保

経済的支援

学生のキャンパスライフ

学生の確保

学費の金額

ニューノーマルに対応した大学運営

遠隔授業と対面授業の
割合、併用方法等

13% 38%42% 4%

4%

20% 26%49%

16% 29%48%

28% 13%55%

37% 10%50%

22% 22%51%

32% 20% 5%

5%

41%

9% 41%40%

1%

1%2%

2%1%

1%1%

3%1%

1%

3%

1%

1%

1%

1%

1%

1%

2%

2%

2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1．そう思う 5．わからない 未回答2．ある程度そう思う 3．あまりそう思わない 4．そう思わない

授業改善が進む

授業を中心に、大学でのICT活用が進む

学生、保護者の大学を見る目が厳しくなる

社会人学生が増加する

一部の大学に人気が集中する

地元志向が高まり、一極集中が是正される

経営が困難な大学が増加する

遠隔システムを利用した他大学
（海外大含む）との連携が進む

34% 8%54%

66% 31%

22% 19%52%

29% 17%49%

52% 9%20% 16%

33% 7% 8%50%

6% 46% 10%

7%

26% 10%

4% 40%39% 9%

2%1%

2%

1%

3%2%

2%

1%

3%

1%

1%

1%

1%

1%

1%

1%

1%

＜図表２＞中長期的に見てどの程度問題になるか (n=638）

＜図表３＞大学は今後どのように変化していくか (n=638）
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大学のみの秋季入学への移行には
ハードルの高い条件をクリアする必要

　「第47回 教育再生実行会議」（2020年８月25日）の、

参考資料『「学校休業に伴う学びの保障」と「秋季入学

制度」について』にある、秋季入学のパターンの１つで

ある、大学のみの秋季入学への移行について聞いた。

　「1.賛成」が３％と少ないが、「2.条件が整えば賛成」は

37％に及んだ。一方、「3.反対」は35%と、意見が分かれ

た。 「4.わからない」を選択した大学も24％あった。

中間所得層への支援や
大学への補助金を求める大学多数

　2020年４月から、住民税非課税世帯およびそれに準

ずる世帯（世帯年収約380万円）の学生に対して、授業

料等減免制度の創設と給付型奨学金の支給拡充の２つの

支援を行う、高等教育の修学支援新制度が始まった。そ

こで、修学支援新制度と関連諸制度の今後に関して聞い

た６項目について選択してもらい＜図表１＞、その理由

を自由記述で記入してもらった。

　また、「1.賛成」「2.条件が整えば賛成」を選択した

大学に、大学のみの秋季入学への移行に必要な条件等を

自由記述で回答してもらった。「1.賛成」「2.条件が整

えば賛成」を選択したのは250校で、うち217校（87%）

の記述があった。条件として多く挙がったのは、「通年

採用や入社時期等の柔軟な対応」「ギャップイヤー・タ

ーム問題の解消」であり、そのほかには、「国家試験や

大学入学共通テストの日程」「大学の運営上の費用面」

に関する記述も見られた。ハードルの高い条件も多く、

実現は容易ではないと考えられる。

　「中間所得層」に関する項目（図表１の赤枠）が上位

にきており、自由記述でも「中間所得層」「中間層」が

含まれる記述が特に多かった。具体的には、「これまで

大学独自制度で対象となっていたが高等教育修学支援新

制度では対象外となる中間所得層の学生がいるため、対

象を広げることも今後検討が必要だと考える」（公立大

学）といった記述が見られた。

　「1.そう思う」の割合が47%と最も高かった「各大学

の授業料減免に対する補助金も復活させるべき」に関し

ては、「授業料減免に対する補助金が突然切られてしま

ったため、大学が在学生の減免分のすべ

てを負担せざるを得なくなっている」（私

立大学）といった、大学が苦慮している

現状が見て取れるような記述が多かった。

　また、高等教育の修学支援新制度につ

いての意見を自由記述で回答してもらっ

たところ、「制度の趣旨」「低所得者層の手

厚い支援」には肯定的な評価が多かった

が、「制度の複雑さ・手続きの煩雑さ」「大

学院生や留学生への支援がない」ことに

は否定的な評価が多く見られた＜図表２＞。

＜図表２＞修学支援新制度への意見

◦低所得者層については、より手厚い支援を受けることができるという
点で評価しているが、コロナ禍で学生が学校に来る機会がない状態で
新制度に移行したため、制度の内容や必要な手続き等を学生が細部ま
で理解できているかが不安である。（国立大学）

◦国による低所得世帯支援には賛同するが、奨学金はJASSOへ、授業
料減免は大学へと二重の手続きとなること、通常申込と家計急変申込
との違いなど、非常に複雑な制度設計となっており、学生・保護者は
もちろん大学の担当職員も理解が難しく、混乱している。簡素で、学

生・保護者や担当職員の負担の少ないものとなるよう、抜本的な見直
しが必要と考える。また、制度趣旨（非課税世帯学生の進学支援）と
は異なるが、大学院生や私費留学生も対象とすべきと考える。（国立
大学）

◦制度としてはとても良いが、現場の混乱はコロナ禍もあり相当大変で
あった。特に年2回の家計見直しなどで区分が変更する学生にとって
は安定した学費減免ではないため今後の修学に関する費用の見通しが
立たないと思います。（私立大学）

＜図表１＞修学支援新制度（n=638、選択肢１の順）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1．そう思う 2．ある程度そう思う 3．あまりそう思わない 4．そう思わない 未回答

各大学の授業料減免に対する
補助金も復活させるべき

中間所得層への貸与型奨学金の
返還条件を改善すべき

中間所得層にも対象を広げるべき

支援する金額を増やすべき

対象は低所得層のまま、独自の学生
支援を行う大学に補助金を出すべき

条件をつけて対象となる大学を
選定するべき

47% 11% 3%33% 5%

37% 14% 2%44% 4%

35% 20% 2%39% 5%

32% 24% 2%37% 5%

20% 34% 2%32% 12%

5% 40% 2%18% 35%

秋季入学

高等教育の修学支援新制度
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共通テストや一般選抜における
感染リスクに配慮した試験運営への不安が８割

　新型コロナウイルス感染拡大に伴う2021年度入試へ

の対応に関して、大学入学共通テスト（以下、共通テスト）、

総合型選抜・学校推薦型選抜、一般選抜、入試全般に分け

て、入試担当副学長など入試担当部門の部門長に聞いた。

　＜グラフ１＞は、選択肢から「5.利用しない／実施し

ない」と未回答を除いて集計したものである。

　その結果、すべての項目で不安である（選択肢１＋２、

以下同様）割合が６割を超えた。入試の実施だけでなく、

志願者数の減少や合格者の歩留まりの予測など入試全般

についても強い不安感を持っていることがわかる。最も

高かった項目は、「共通テストの感染リスクに配慮した

自学での試験運営」で88％となった。次いで「合格者

の歩留まり予測」「一般選抜での感染リスクに配慮した

試験運営」「志願者数の減少」と続き、８割の大学が不

安であると回答した。また、「総合型選抜・学校推薦型

選抜におけるICTを利用したオンラインによる入試」は、

回答数は248校と他の選択肢に比べて少ないものの、

76％が不安であると回答した。

　不安な点（自由記述）について聞いたところ、その内

容は多岐にわたる。最も多かったのが、感染リスクに配

慮した試験の実施・試験の運営で、それに関連して試験

監督者の確保や、体調不良者が当日出た場合の別室での

対応、新型コロナウイルスの感染が拡大した場合の対応、

クラスターが発生した場合の対応などが具体的な内容と

して挙がった。その他に、例年と異なる共通テストの利

用方法や成績提供の遅れ、ICTを利用したオンライン入

試における通信環境、特例追試験の合否判定、受験生の

安全志向、志願者の減少、合格者の歩留まり、入学者の

定員管理などが挙がっている。

大学入試改革

0% 20% 40% 60% 80% 100%

共
通
テ
ス
ト

一
般
選
抜

全
般

総
合
型
・

学
校
推
薦
型

1． 不安がある 4． 不安はない2． どちらかといえば不安がある 3． どちらかといえば不安はない

第１日程・第２日程・特例追試験の実施（n=590）

成績提供時期の遅れによる入試への影響（n=595）

日程により異なる問題の成績を利用すること（n=587）

感染リスクに配慮した自学での試験運営（n=538）

ICTを利用したオンラインによる入試（n=248）

感染リスクに配慮した試験運営（n=629）

個別試験の追試験・振替受験の実施（n=594）

感染リスクに配慮した試験運営（n=631）

志願者数の減少（n=632）

合格者の歩留まり予測（n=631）

入学者の学力水準（n=631）

46% 8%
4%

43%

42% 14%
4%

39%

36% 14%45% 5%

39% 15%41% 5%

28% 17%48% 8%

30% 19%45% 6%

20% 26%46% 8%

25% 21%39% 15%

23% 22%41% 14%

18% 25%44% 13%

21% 26%39% 14%

＜グラフ１＞2021年度入試対応への不安

2021年度入試について不安な点

⃝共通テスト第2日程と一般選抜の出願期間が重複しており、
第2日程の事前準備および当日の諸対応が滞りなく実施で
きるか不安である。共通テスト第2日程および特例追試験の
実施により、例年でもタイトなスケジュール下で行っている
一般選抜の実施準備がかなり圧迫されるため、滞りなく一般
選抜が実施できるかが不安である。共通テストおよび各選
抜における教室や座席間隔の確保、感染防止対策により増員
が見込まれる監督者・実施要員数の確保、感染リスクに配
慮した諸準備の対応および試験当日の進行・運営等が不安で
ある。受験者が安全志向になると予想され、早く合格が発表
された私立大学に入学を決め、辞退率が増えると予想され
るため、定員管理が難しくなると考えられる。（国立大学）

⃝入学者選抜実施直前に、新型コロナウイルスの感染拡大が
急速に拡大し、試験の中止や延期等試験の実施方法が変更
となる可能性があること。（国立大学）

⃝共通テストについては、複数の問題を同じ基準で判定する
こと自体が公平性を担保できないので不安である。試験会
場がコロナ関連で使用できなくなった場合や、緊急事態宣
言発令の際の試験実施の在り方等、学内で協議し想定して
はいるが、不安ばかりが募る現状である。（公立大学）

⃝入試改革初年度であり、そもそも例年と比較して入学者選
抜の運営に大きな不安を抱えていたところ、新型コロナウイ
ルス感染拡大の影響により、全く先が見通せない状況となっ

ている。特に、これから冬を迎え
本格的に選抜を実施するタイミ
ングで感染リスク対策をどこま
で行えばよいのか、正解が全くわ
からない中、さらに共通テストを
実施しなければならない状況は、
本学においても大きなストレス
要因となっている。（私立大学）

⃝共通テストは、特例追試験の問
題が大学入試センター試験時の
作問要領に則ったもののため公
平性の担保に不安がある。ICT
利用のオンライン入試は、ネッ
ト接続の不安定性や受験生側の
環境の問題、および不正が起こ
らないようにする点でかなりの
リスクがある。（私立大学）
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総合型選抜・学校推薦型選抜の合格者数は
「変わらない」が５～６割、増やす大学は２割

　総合型選抜、学校推薦型選抜の合格者数を2020年度

より増やす予定かを聞いた。＜グラフ２＞は選択肢から

「5.実施していない｣ と未回答を除いて集計したものである。

　全体で見ると、両選抜方法ともに「3.変わらない」が

約５～ 6割と最も多いが、「4.未定」が約２割である点

が注目される。「1.増やす予定」は総合型選抜が24％、

学校推薦型選抜が18％と、総合型選抜の合格者を増や

すと回答した大学の方が多かった。ただ、募集人員の増

加による場合も含まれる点に留意していただきたい。

　これらの選択肢を選んだ理由（自由記述）も聞いたと

ころ、国公立大学では「2021年度の入試改革に合わせ

て、募集人員を増加したため」が多い。一方、私立大学

は、「コロナ禍の影響により、一般選抜の実施に懸念が

ある」「コロナ禍の影響により、共通テストや一般選抜

での志願者数の増減の予測が難しいため、ある程度、総

合型選抜・学校推薦型選抜で定員を確保する必要がある」

「受験生の年内入試の安全志向に対応して、合格者数を

増やしたい」といった理由が多かった。

学長に聞く、今後の大学入試の方向性
一般選抜は縮小し
総合型選抜・学校推薦型選抜が拡大の方向

　学長に、今後、大学入試が全体としてどのように変わ

っていくかについて、入学定員と入学者選抜の方法の２

つに分けて方向性を聞いた。なお、各項目6 〜 15％の

大学が未回答であり、未回答の大学を除いて集計した。

　一般選抜、総合型選抜、学校推薦型選抜の入学定員に

ついて聞いたところ＜グラフ３＞、一般選抜については、

国公立大学、私立大学ともに「2.縮小の方向」が最も多

くなり、私立大学は５割を超えている。総合型選抜につ

いては、国公立大学、私立大学ともに「1.拡大の方向」

が半数を超え、私立大学は６割近い。学校推薦型選抜に

ついては、国公立大学は「1.拡大の方向」と「3.現状

と変わらない」が同数となり見方が分かれた。私立大学

は「1.拡大の方向」が半数を超えた。国公立大学、私立

大学とも一般選抜の入学定員は減少し、その分、総合型

選抜や学校推薦型選抜の入学定員が増加すると予測して

いる。

大学入試でのICTの活用が進み
個別試験での記述式出題や
英語資格検定試験の活用が進む

　入学者選抜の方法について見ると＜グラフ４＞、「入

試の方式・回数」と「共通テストの成績を活用する大学

数」（私立大学のみ回答）は「3.現状と変わらない」が

最も多くなったが、それ以外の４つの項目については、

「1.増加の方向」が最も多くなった。特に、「大学入試で

のICTの活用（オンライン面接など）」は約７割が「1.増

加の方向」  と回答している。他の３つの項目も、私立

大学の「一般選抜での記述式出題」以外は、国公立大学、

私立大学ともに「1.増加の方向」 が半数を超えており、

入試方法の多様化が進むと予測している。

　また、選択肢を選んだ理由や、大学入試が今後どのよ

うになっていくと予想しているかについて聞いたところ

（自由記述）、大学入試の多様化に言及する記述が多い。

多面的・総合的評価が進む中での多様化のほか、アドミ＜グラフ２＞昨年度より合格者を増やすか

＜グラフ３＞今後の大学入試の方向性―入学定員

一般選抜（n=545）

総合型選抜（n=545）

学校推薦型選抜（n=545）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般選抜（n=597）

総合型選抜（n=597）

学校推薦型選抜（n=597）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1．拡大の方向 2．縮小の方向 3．現状と変わらない
4．わからない 5．その他

国公立大学の入学定員

私立大学の入学定員

5% 40%45% 11%

39% 39%9% 13%

53% 28% 1%6% 12%

3% 34% 1%54% 8%

51% 34%6% 9%

58% 25% 1%6% 11%

全体（n=530）

1．国立大学（n=59）

2．公立大学（n=37）

3．私立大学（n=434）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=624）

1．国立大学（n=71）

2．公立大学（n=79）

3．私立大学（n=474）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1．増やす予定 2．減らす予定 3．変わらない 4．未定

総合型選抜の合格者数

学校推薦型選抜の合格者数

24% 50%3% 24%

37% 47%7% 8%

22% 62%3% 14%

49%22% 3% 27%

18% 56%3% 23%

21% 59%10% 10%

19% 66%4% 11%

17% 53%2% 27%
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ッション・ポリシーを重視した結果により多様化が進む、

18歳人口の減少に伴い一般選抜より総合型選抜・学校推

薦型にシフトし多様化する、個別試験での英語の資格・

検定試験の活用や、記述式導入など方法の多様化などさ

まざまな文脈での多様化が指摘されている。また、ICT

を活用した入試の増加についてのコメントも見られた。

大学入試のあり方検討会議についての意見は
英語の資格・検定試験活用と記述式問題が半数

　2021年度入試からの共通テストでの英語の資格・検定

試験の活用、記述式導入見送りを踏まえて、現在、文部科

学省では大学入試のあり方に関する検討会議（以下、あり

方検討会議）を設け、検討を行っている。そこで、あり方検

討会議の議論や検討内容について意見を聞いた（自由記述）。

　検討課題である英語の資格・検定試験の活用や４技能

評価に関する記述が全体の３割、記述式問題に関する記

述が２割を占めた。そのほか、記述式問題に関連して採

点の公平性、受験生の経済的な負担、生徒の多様な能力

を評価する入試のあり方などについてのご意見があった。

あり方検討会議への意見

⃝	英語の４技能評価については可及的に導入していきたいが
受験生が居住地域環境や経済環境に関係なく、平等な入試
を受けられるよう十分に時間をかけた検討を行っていただ
きたい。さらに英語の検定試験においては民間の検定試験
も大いに活用するとともに、国立大学の入試業務の省力化
を図っていただきたい。（国立大学）

⃝最終的には、英語の資格・検定試験の活用や国語の記述式導
入は見送られたが、大学入試センター試験についてのエビデ
ンスベースの分析・統括を慎重に行うことが必要で、それら
を踏まえ、大学入試の在り方の議論が必要である。（国立大学）
⃝	入学試験なので、英語４技能評価、記述式出題も含めて、
公平性が担保されることが最重要と考えます。（公立大学）

⃝	英語4技能評価の活用や大学入学共通テストにおける記述
式出題は、当初2021年度より実施される予定であり、本
学でも当該事項の実施を前提に準備をしてきたが、1年前
に中止が発表され、その後の対応に苦慮した。受験生にお
ける混乱も相当であったと思慮される。現在検討されてい
る案件に関しては、確実に実施できることを念頭に、十分
に議論していただきたい。（私立大学）

⃝知識・記憶ばかりを問う入試から脱却し、受験生の多様な
能力を測る入試に近づくことが望ましいが、とりわけ大規
模私立大学の場合、現実的に入試に配分できる（特に人的）
コストには限界がある。その実態をまず共通の前提にした
うえで、必要に応じて大学への支援を伴った、実現可能な
制度改革に取り組んでほしい。（私立大学）

いと予測している。なお、大学入試の今後の全体像（方向
性）について、「国公立大」と「私立大」で大きな違いが
生じるとは考えられない。

⃝	18歳人口が減少する中、新たな社会を創造する力を育て
るため、大学のアドミッション・ポリシーに基づき、学力
の3要素や主体性等を多面的・総合的に評価することが、
今以上に求められると考えられる。また、ポストコロナの
時代にあっては、ICTの活用促進への取り組みが急激に求
められると予想される。

選択肢を選んだ理由・今後の大学入試の予想

⃝18歳人口が減少していく中で大規模な入学試験から、よ
り個人の特性を多面的に評価することを目的とした多様な
入試が数多く実施されていくと考える。また、引き続き学
力の3要素を重視した評価を行うのであれば、定員が小さ
な入学試験であればあるほど単に知識だけではなく丁寧に
受験者ごとに思考力や表現力が評価できる記述式問題等が
増加していくと考える。
⃝	2040年、18歳人口が現在の約４分の３に減少すること
が推測されており、国立大学、少なくとも主要国立大学は
教育の質の低下防止のため学力重視の傾向をさらに強める
と思われ、私立大学は定員確保のため多様な入試で前倒し
で入学者を確保しようとすると思われる。
⃝	少子化の進展に伴い、入学試験の回数を増やすことで志願
者確保を図ろうとする大学が増えると考える。ただし、主
体性評価や記述式、英語4技能資格試験の活用等の制度の
多様化はすでに限界に達しつつあり、今後大幅な拡大はな

＜グラフ４＞今後の大学入試の方向性―選抜方法

入試の方式・回数（n=542）

大学入試でのICTの活用（n=541）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

個別試験での英語の資格・
検定試験の活用（n=540）

一般選抜（個別試験）での
記述式出題（n=542）

一般選抜での主体性等の評価
（n=542）

共通テストの成績を活用する
大学数（私立大学のみ）

入試の方式・回数（n=594）

大学入試でのICTの活用（n=596）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

個別試験での英語の資格・
検定試験の活用（n=595）

一般選抜（個別試験）での
記述式出題（n=596）

一般選抜での主体性等の評価
（n=596）

共通テストの成績を
活用する大学数（n=593）

1．増加の方向 2．縮小の方向 3．現状と変わらない
4．わからない 5．その他

国公立大学　入学者選抜の方法

私立大学　入学者選抜の方法

59%21% 6% 14%

14%68%
1%

1%

1%

17%

27%56% 15%

36%52% 11%

28%2%51% 20%

46% 1%37% 7% 10%

46%

1%

1%

1%

1%

37% 5% 12%

8%74%
2%

2%

15%

29%54% 15%

39%4%44% 13%

26%2%56% 15%
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７割の大学で学生対象のアンケートを実施
学生は授業に満足する一方で、学生生活には不満

　各大学に夏季休暇までに学生対象のアンケートを実施

したか聞いたところ、約７割の大学が実施したと回答し

た＜図表１＞。ただし、補足を見ると、「学生生活に関

する調査は未実施」といった回答も多く、学生アンケート

は授業に関する内容を中心に実施した大学が多いようだ。

　「アンケートを実施した」と回答した450大学に、その

結果の概要を聞いた＜図表２＞。「授業」については、「満

足」している学生が多い（選択肢１＋２）が約７割と高い。

一方、「学生生活」では、「満足」している学生が多い（選

択肢１＋２）31％、「満足と不満の学生が半数」（選択肢３）

31％、「不満」な学生が多い（選択肢４＋５）38％と、

満足度は３つに分かれている。このことから、学生は授

業についてはおおむね満足しているが、学生生活につい

ては、大学によって満足度が異なることがうかがえる。

満足な理由は、感染リスクの減少・通学不要なこと
不満な理由は、友人関係・課題の多さ

　では、学生はどのような点について、満足あるいは不

満なのか。遠隔授業や入構制限に対し、学生が「満足し

ている」「不満」な主な理由をそれぞれ３つまで選択し

てもらった＜図表３＞。

　「満足」の理由を見ると、「感染リスクが減少」「通学が

不要」が約８割と高い。「不満」な理由は、学生生活に関

する「友人に会えない・友人ができない」が約７割と最

も高く、「授業等での課題が多い」が約６割、「通信環境

や通信費」「施設・設備を利用できない」が約４割と続く。

　入構制限による友人関係面や施設・設備が利用できな

いこと、遠隔授業実施による課題の多さや通信環境・通

信費の負担が不満な理由として挙がっているようだ。

授業や学生生活に関する課題に対応
入構制限に際し、入構者の把握を行った大学も

　このような学生の声に対し、大学はどのように対応し

たのか。遠隔授業や入構制限の課題に対する取り組みを

自由記述で聞いたとこ

ろ、全体の約86％（約

550大学）が記入し、

多くの大学が対応した

ようだ。内容は主に、

遠隔授業や入構制限

１.はい
２.いいえ
３. 実施中
４. 検討中
未回答

1%

18%

71%

4%
7%

感染リスクが減少

通学が不要

授業が理解しやすい

教員に質問しやすい

災害・天候・交通機関の
混乱に影響されない

服装・身だしなみにかかる
費用や時間が減少

議論しやすい（学生同士、
教員・学生間も含む）

授業等での課題が多い

通信環境や通信費

施設・設備を利用できない

課外活動ができない

授業内容への不満

教職員に相談しにくい

遠隔授業が中心で
疲労がたまる・運動不足

友人に会えない・
友人ができない

学生が「満足している」主な理由（n=563） 学生が「不満」な主な理由（n=564）

0% 20% 40% 60% 80% 100% 0% 20% 40% 60% 80% 100%

80%

80%

40%

27%

24%

10%

4%

74%

65%

43%

37%

22%

20%

19%

12%

＜図表１＞学生アンケートの実施状況（n=638）

＜図表３＞学生が「満足している」「不満」な主な理由

＜図表２＞アンケート結果の概要（未回答を除外）

１.「満足してい
る」学生が多い

２.「満足している」
学生がやや多い

３.「満足している」学生と
「不満」な学生が半数

４.「不満」な学
生がやや多い

５.「不満」な
学生が多い

授業 （n=439） 29% 40% 24%   6% 1%

学生生活（n=283）   7% 25% 31% 30% 7%
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「ひらく 日本の大学」2020年度調査結果報告特集

授業面と学生生活面に分かれている。　

　授業面では、通信機器の貸与や支援金支給、サポート

体制の構築といった遠隔授業の実施に関する取り組みや、

実験・実習系科目を優先するなど対面授業の部分的・段

階的な再開に関する記述が目立つ。学生生活面では、友

人に会えないことを課題と捉え、交流機会を確保した大

学が多い。施設利用・課外活動については特定の条件を

課した上で利用・活動の許可を出すなどの回答があった。

また、入構制限に関する取り組みとして、入構者の把握

や、事前予約制といった回答も寄せられた。

入学以降、キャンパスに入れなかった１年生のため
優先的な対面授業や交流機会確保に取り組む

　６～８月に実施した緊急調査において、大学に通うこ

となく遠隔授業を開始した１年生への支援が課題として

挙がっていた。

　そこで、今回の調査では、１年生への支援として実施

していることを聞いたところ、全体の約88％（約560件）

の記述があった。内容は授業面と学生生活面に大別でき

るが、特に、入学以降キャンパス内で大学生活を送れてい

ないこと、メンタルケア、友人関係等を課題として捉え、

それらの対応に力を入れた大学が多い。

　授業面では、前述のような遠隔授業に関する支援を他

学年より手厚くすることに加え、優先的に対面授業を実

施するといった回答が目立った。また、電話や面談等に

より状況把握する、教職員・上級生・専門家等による相

談体制を構築するなどメンタルケアを充実させた大学も

多い。学生生活面では、歓迎行事や課外活動紹介等の交

流機会を、オンライン・オフライン問わずさまざまな形

で確保していることがわかった。

遠隔授業や入構制限の課題への対応（一部抜粋）

＜授業＞
⃝前期は全面オンライン（一部実験実習実技を対面）授業、後
期は、基本オンラインとしつつ、対面授業を実験実習実技科
目のほか、専門科目のうち3回を対面とするブレンド授業を
導入する。後者では対面授業を実施する週を特定することで、
入構する学生数を把握し、感染防止策をとる。（国立大学）
⃝学生に対して、遠隔授業におけるパソコンならびに通信環
境を保つためWi-Fiルータの有償レンタルを行った。春学
期の授業期間中、「遠隔授業サポートセンター」を開設し、
学生や保護者からの問合せに対応したり教員への各種サポ
ートを行った。教員によって授業方法、特に課題の分量や
提出方法が異なっていたため、一定のルールを作成し教員
に通知した。（私立大学）　

＜学生生活＞
⃝「友人ができない・会えない」という声に応じ、課外活動
団体のWeb勧誘会を企画・実施、各課外活動団体に活動
にあたっての感染防止対策を策定させ、本学の基準を満た
す団体を許可する形で、早期の課外活動再開の体制づくり
に取り組んだ。課外活動ガイドラインを策定し、ガイドラ
インを遵守のうえで課外活動施設を利用する団体に対し、
規模に応じた感染防止費を給付。「施設・設備を利用でき
ない」という声に応じ、附属図書館の利用時間の復旧、課
外活動の場である体育施設や共用施設の消毒・衛生の体制
を整え、利用可能とした。（国立大学）
⃝	課外活動の観点から「学生アンケート」は実施していない
が、課外活動を段階的に再開させるために、許可した課外
活動にてキャンパスに入校・出校する際に、Webシステ
ムにて登録させるようにした。また、各活動についても、
活動前の計画書、活動後の報告書の提出を義務づけている。
入構制限中の学内立入については、当日の検温、学生情報
等をシステムに登録するよう学生に依頼した。（公立大学）

１年生への支援（一部抜粋）

⃝後学期、１年生については、対面授業を出来る限り優先的
に実施するようにしている。全学生に遠隔授業についての
感想などを聞くアンケートをメールで送信したが、その中
で、不安や身体症状などの項目への回答があり、必要と思
われるものについては、学生相談室より個別にメールを送
り、面談につなげた。１年生に対してZoomでのメンタ
ルに関する講習をカウンセラーにより実施した。Google 
Classroomでクラスごとに１年生のサポートクラスを作
り、掲示板やオンラインの交流会などを通して友達作りを
促進させた。（国立大学）　

⃝上級生の学生チューターが新入生を支援する「学生チュー
ター制度」を活用して、オンラインを中心にサポートを行
った。具体的には、新入生が抱える学習・履修面や学生生
活での不安や悩みごとなどについて、学生チューターが大
学の担当窓口を紹介する等のアドバイスを行った。6月よ
り学生相談室を開室し、オンライン相談と対面相談によっ
て学生のメンタルケアにも対応している。（私立大学）　

⃝入学してからキャンパスに入ることができていなかった１
年生のために、学生同士や教員との交流を深め、学生生活を
感じてもらうことを目的に、秋期授業開始前に「１年生交流
会（自由参加）」を実施した。学生からの相談に対し、学生
相談室の専門スタッフ（カウンセラー、精神科医）への取次
ぎを行い、問題解決のための支援を行っている。（私立大学）
⃝	特に1年生に対してICT環境整備として、PCの無償貸し
出し、メディア授業緊急奨学金の貸与を行い、メディア授
業の受講環境を整えた。また、履修リフレクションウィー
クを開催し、専門のカリキュラムアドバイザーが対面また
は遠隔で履修に関する相談に応じるようにした。こころの
ケアとしては、カウンセラーによる電話相談を5月から開
始した。（私立大学）
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約６割の大学が外国人学生に対し遠隔授業を実施
2018年度と比べて留学生数は減少せず

　新型コロナウイルス感染症拡大の影響で、入国できな

い外国人学生に対し、「遠隔授業の実施」「入学時期の延

期」「休学期間の延長」の対応をとったかを聞いた。

　遠隔授業を実施した大学は全体の65％であり、入学

時期の延期や休学期間の延長を行った大学はそれぞれ

27％、13％という結果だった。外国人学生が多く在籍

するほど上記の対策をとる大学の比率が高くなる傾向が

あった＜図表１＞。

　＜図表２＞は、2018年度と2020年度の調査において、

どちらも留学生数について回答した大学について記載し

ている（いずれも5月1日現在）。

　コロナ禍の影響で留学生は減少するかに思われたが、

全体として留学生数は増加した。

　留学生数の内訳としては、学部生、大学院生は増加し

たが、専攻科・別科、科目等履修生・聴講生・研究生は

減少した。2020年5月1日時点では、学部生数、大学

院生数については、入試や入学手続きが完了しており留

学生が多く在籍する大学は遠隔授業を実施していたため、

それほどコロナ禍の影響が出なかったと考えられる。し

かし、科目等履修生・聴講生・研究生は約４割減少した。

2020年5月1日時点において、大学が短期での留学生

を受け入れる余裕がなかったことや、短期であるがゆえ

にコロナ禍での留学を見送った学生が一定数いることが

うかがえる。

　日本では、日本語教育機関に２年程度在籍したのち大

学に進学するという外国人学生を受け入れる大学が多い。

本年度は入国制限などで入国できず、日本語教育機関の

在籍者が減少すると予想される。コロナ禍の影響は

2021年度以降も続くと考えられる。

送り出しができない学生にはオンラインで対応

　各国の入国制限により、送り出しができない学生に対

し各大学の対応を聞いた。

　465大学が回答し、オンラインについて記述している

大学が約６割だった。オンラインで留学先の大学の授業

を受講したり、現地の学生とのオンライン交流会を実施

したりする大学が多かった。

国際化・グローバル化

＜図表２＞留学生数（2020年度調査・2018年度調査）

設置者
2020
学生数

計

2020留学生数 留学生以外の外国人学生数

学部 大学院 専攻科・
別科

科目等履修生・ 
聴講生・研究生 計 学部 大学院 専攻科・

別科
科目等履修生・ 
聴講生・研究生 計

1.国立大学 523,532 6,192 22,905 50 5,065 34,212 847 1,059 2 179 2,087
2.公立大学 123,131 1,087 1,972 0 610 3,669 236 97 1 8 342
3.私立大学 1,722,179 46,186 13,874 1,990 3,176 65,226 9,462 1,309 28 404 11,203

総計 2,368,842 53,465 38,751 2,040 8,851 103,107 10,545 2,465 31 591 13,632

設置者
2018
学生数

計

2018留学生数

学部 大学院 専攻科・
別科

科目等履修生・ 
聴講生・研究生 計

1.国立大学 531,052 5,763 20,580 0 8,373 34,716
2.公立大学 123,875 1,003 1,737 0 912 3,652
3.私立大学 1,723,934 40,528 12,696 2,496 6,638 62,358

総計 2,378,861 47,294 35,013 2,496 15,923 100,726

※2018年度調査は「学生数」と「留学生数」のみを回答し
てもらった。本年度調査では加えて「留学生以外の外国
人学生数」も回答してもらっている。

＜図表１＞入国できない外国人学生への対応

1000人以上 (n=27）

500～999人 (n=31）

100～499人 (n=159）

50～99人 (n=83）

10～49人 (n=140）

1～9人 (n=112）

遠隔授業の実施

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1000人以上 (n=27）

500～999人 (n=31）

100～499人 (n=159）

50～99人 (n=83）

10～49人 (n=140）

1～9人 (n=112）

入学時期の延期

1000人以上 (n=27）

500～999人 (n=31）

100～499人 (n=159）

50～99人 (n=83）

10～49人 (n=140）

1～9人 (n=112）

休学期間の延長

当てはまる　　当てはまらない

100%

3%97%

5%95%

14%86%

39%61%

73%27%

59%

52%

41%

48%

63%37%

61%39%

80%20%

90%10%

44%

68%

56%

32%

79%21%

84%16%

94%6%

96%4%

※在籍する外国人学生数別に集計
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「ひらく 日本の大学」2020年度調査結果報告特集

新型コロナウイルス感染症の状況を見つつ
国際化を推し進める予定の大学が多い

　2021年度以降の国際化に関して、「海外留学プログラ

ム」と「オンラインの活用」について、それぞれ自学の

学生と海外の学生の項目に分けて聞いた＜図表３＞。

　新型コロナウイルス感染症拡大の先行きが見えないた

め、今後の国際化について各大学は慎重な姿勢であった

が、そのような情勢のなかでも国際化を促進する意向の

大学は多く、新型コロナウイルス感染症収束後はより国

際化を推し進めると回答する大学が多かった。オンライ

ンの活用については「コロナ禍のみ」「平常時にも活用」

の記述に分かれていた。大学選びの際には、オンライン

の活用についても着目する点になるだろう＜図表４＞。

大学名
海外留学プログラム オンラインの活用

左記を選択した理由（自由記述）
送り出し 受け入れ 海外の大学の

授業を受講
貴学の授業を

受講

北海道
大学 1. 増加 1. 増加 1. 増加 1. 増加

派遣について、学生が渡航できるかオンラインでの代替措置になるかは新型コロナウイルス
の感染状況によるが、国際交流は促進したいと考えている。受入について、新型コロナウイ
ルスに起因する入国制限により2020年度の外国人留学生数は前年度から減少したが、受入
体制を整え、回復につなげていきたいと考えている。

東京工業
大学 1. 増加 1. 増加 1. 増加 1. 増加

今年度オンラインでの交流を色々と検討したところ、様々な場面で活用できることが分かった
ため、新型コロナウイルスが収束した後もオンラインでの交流の活用を増やしつつ、対面で
の交流も増やし、本学の国際化を活発化させる。

金沢大学 1. 増加 1. 増加 1. 増加 1. 増加

コロナ禍より前と比較した場合、いずれの項目も増加させたい。渡航を伴う留学は他に代え
られない教育効果や経験等が得られる。一方で、オンラインプログラムは経費やスケジュー
ルに縛られず一定程度の教育効果を得られることから、今後も渡航を伴うプログラムの事前
研修やハイブリッドプログラムとしてオンラインが活用できると考える。

大阪市立
大学 1. 増加 1. 増加 4. わからない 4. わからない

海外渡航が可能になれば、国際交流の活発化をめざし、送り出し、受入れとも拡大していきたい。
ただしオンライン授業については、システムの構築や質保証の点でもう少し体制準備が必要と思
われ、整えば拡大したいが、現状ではまだ不確定要素があり状況の精査を続けている。

上智大学 4. わからない 4. わからない 1. 増加 1. 増加

留学生の派遣・受入については、まずは、海外との人の行き来が可能になり次第、再開できるよ
う準備を進めている段階で、来年度の派遣・受入人数の計画を現時点で決めることは難しいため、
左記の回答とした。一方、オンライン授業での海外との接続は留学の代替としての意味だけでは
なく、オンラインならではの利点も生かしながら、積極的に拡大していきたいと考えている。

昭和女子
大学 1. 増加 1. 増加 1. 増加 4. わからない

コロナの影響は今後数年は続くことが予想され、危機管理上の問題や学生の経済的影響により、
従来の海外留学を前提とした国際教育パラダイムが変わりつつある一方で、現地に赴いて初めて
学べることも多くあることから、リアルな留学とバーチャルな留学のプログラムを、アウトバウンド、
インバウンドそれぞれで状況に応じて組み合わせて構築することが重要と考えている。

早稲田
大学 1. 増加 1. 増加 1. 増加 1. 増加 対面（国際移動を伴う留学）と遠隔（オンライン留学）が併存・融合する国際教育への移行

を見据えている。

＜図表４＞2021年度以降の国際化（一部抜粋） ※項目は図表３を参照

＜図表３＞ 2021年度以降の国際化（n=638）

貴学の学生が海外に渡航
（送り出し）

海外の学生が貴学に渡航
（受け入れ）

オンラインで、貴学の学生が
海外の大学の授業を受講
オンラインで、海外の学生が
貴学の授業を受講
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対応内容（自由記述より一部抜粋）

●千葉大：大学院の一部課程の学生については、MOOCsの
受講等をもって留学の代替とする措置を講じている。また、
学部生についても、今夏に英国の大学と新たに構築したオン
ラインプログラムを試行として実施しており、今後の実施拡
大の可能性に向けて準備を進めている。
●神戸大：一部の交換留学及び部局の短期派遣プログラムに
ついて、オンライン留学を実施している。ほとんどの学生は
留学時期を延期し、渡航が可能となり次第留学予定である。
●長崎大：学生交流に関する覚書に基づく交換留学（派遣）
においては、学生が希望し、かつ協定校によるオンライン授業
の提供があれば、受講可能としている。令和2年度の海外派遣
は原則中止となっており、相談に来た学生に対しては個別に
対応している。
●立教大：オンライン授業の臨時的な受講を認めました。オ
ンラインの短期語学研修を正課として、臨時的に実施すること
を検討しております。また、現地大学のオンライン授業の受講
を認めるように検討しております。交流面では、「Zoomを活用
した外国人留学生と外国語で交流するプログラム」「留学生と言
語交換ができる掲示板の設置」「留学生による母国の文化紹介
＆交流会」や「留学経験が無く海外で活躍する卒業生の講演
会」「留学経験者による留学体験談、困難を乗り越える方法の
講演会」などを実施し留学中止となった学生への語学学習の機
会や学習意欲向上に役立つプログラムを多数実施しています。
●関西大：短期語学研修の代替プログラムとして、タイ、オ
ーストラリアの協定・提携大学が提供するオンライン留学プ
ログラムを実施した。語学の授業のみならず現地学生とのア
クティビティや、SDGsのトピックについてのディスカッシ

ョンなどを通して、語学学習だけでなくタイとオーストラリ
アの街並みや文化を知ることができ、今後モビリティが再開
した時に実際に行ってみたいという学生の声が多く聞かれた。
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退学率は私立大や入学定員が少ない大学ほど
高い傾向

　大学１年次での退学率は全体で1.7％であり、2019

年度調査の1.8％から大きな変化はない。

　設置者別に見ると＜図表１＞、国立大学0.7％、公立

大学0.9％、私立大学2.0％と、例年と同様に私立大学

で高い。

　学部系統別に見ると、歯学系3.3％、薬学系3.2％で

やや高く、教育系（国公立のみ）0.4％、医学系0.6％

で低かった。また、設置者別に見ると、例えば文・人文

系では国立大学0.4％、公立大学0.5％、私立大学1.9％

と私立大学の退学率が高く、他の学部系統でも同様の傾

向である場合が多い。

　入学定員別に見ると＜図表２＞、入学定員3000人以

上1.3 ％、1000 ～ 2999人1.5 ％、300 ～ 999人2.3 ％、

300人未満2.9％であり、入学定員が少ない大学ほど高

くなる傾向も例年同様だった。

卒業までの退学率は7.１％と例年並み

　卒業までの退学率は、全体で7.1％で、2019年度調

査の7.0％から大きな変化はなかった。

　設置者別に見ると＜図表３＞、国立大学3.0％、公立

大学3.9％、私立大学8.2％と、１年次退学率と同様に

私立大学で高い。学部系統別に見ても、１年次退学率と

卒業までの退学率の高い学部系統と低い学部系統に違い

は見られず、公立大学・私立大学の薬学系と私立大学の

医学系で10％を超えている。

　入学定員別に見ると＜図表４＞、入学定員3000人以

上5.4 ％、1000 ～ 2999人6.7 ％、300 ～ 999人9.2 ％、

300人未満9.9％であり、入学定員が少ない大学ほど高

くなる傾向も例年同様だった。

　本年度調査は新型コロナウイルス感染拡大の影響を受

ける前の数値である。「大学への影響と今後の変化」

（p.6）で紹介したように、多くの大学が2020年度末に

かけて退学・休学の増加を懸念しているため、2021年

度調査の数値に注目したい。

退学率

（注）2020年度の卒業までの退学率は、2020年３月までに退学・除籍した学生数（編入学者を除く）／ 2016年４月（６年制の場合は2014年４月）入学者。

＜図表１＞１年次退学率（学部系統・設置者別） ＜図表３＞卒業までの退学率（学部系統・設置者別）

＜図表２＞１年次退学率（入学定員別） ＜図表４＞卒業までの退学率（入学定員別）

　　　設置者
学部系統 全体 国立大学 公立大学 私立大学

全体 1.7% 0.7% 0.9% 2.0%
文・人文 1.8% 0.4% 0.5% 1.9%
社会・国際 1.8% 0.8% 0.4% 2.0%
法・政治 1.4% 0.6% 0.5% 1.5%
経済・経営・商 1.7% 0.6% 1.0% 1.9%
教育※国公立のみ 0.4% 0.4% 0.0% ―
理 1.8% 1.1% 2.4% 2.1%
工 1.6% 0.7% 1.4% 2.0%
農 1.3% 0.7% 1.2% 1.7%
医 0.6% 0.7% 0.5% 0.5%
歯 3.3% 2.5% 0.8% 3.7%
薬 3.2% 1.0% 6.1% 3.3%
保健 2.1% 0.9% 0.5% 2.3%
生活科学 2.0% 1.2% 0.0% 2.1%
芸術・スポーツ科学 2.3% 0.5% 0.7% 2.4%
総合・環境・人間・情報 1.6% 0.4% 0.9% 1.9%

　　　設置者
学部系統 全体 国立大学 公立大学 私立大学

全体 7.1% 3.0% 3.9% 8.2%
文・人文 7.5% 2.5% 4.3% 8.0%
社会・国際 7.2% 2.9% 3.2% 8.0%
法・政治 6.3% 2.5% 2.8% 6.7%
経済・経営・商 7.8% 2.6% 4.2% 8.5%
教育※国公立のみ 1.8% 1.8% 0.0% ―
理 7.0% 4.2% 5.9% 9.2%
工 7.1% 3.9% 6.0% 8.9%
農 4.7% 3.1% 2.4% 5.9%
医 2.1% 1.8% 1.7% 3.3%
歯 10.5% 4.8% 0.8% 13.6%
薬 11.0% 3.8% 10.6% 11.6%
保健 8.0% 1.7% 2.0% 9.1%
生活科学 5.9% 2.5% 0.6% 6.1%
芸術・スポーツ科学 9.2% 2.7% 6.5% 9.6%
総合・環境・人間・情報 7.0% 3.3% 3.0% 7.9%

入学定員 1年次退学率
全体 1.7%
 3000人以上 1.3%
 1000 ～ 2999人 1.5%
 300 ～ 999人 2.3%
 300人未満 2.9%

入学定員 卒業までの退学率
全体 7.1%
 3000人以上 5.4%
 1000 ～ 2999人 6.7%
 300 ～ 999人 9.2%
 300人未満 9.9%
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